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２０２１年９月２7日

電力広域的運営推進機関 運営委員会

再エネ関連業務の開始に向けた準備について

第５回 運営委員会 資料３



1本日ご議論いただきたい事項

◼ 第3回運営委員会において、新業務への対応のうち組織体制の方向性
として、再エネ業務の固有性などを踏まえ、再エネ部（仮）を新設のう
え、制度設計・運用から資金管理の一連の業務を実施、及びガバナン
スの観点からの経理部門との業務分担・部門横断型の機能強化につい
て提示させていただいた。

◼ 現在、新業務を実施していくにあたり、的確かつ効率的な業務運営の
観点から組織体制の整理や、業務処理の具体化などを準備しつつ、さ
らに内部統制強化及び会計整理の透明性の向上を図ることを目指して
いることころ。

◼ 本日は、新業務の開始の準備として、体制整備に向けた考え方、及び
内部統制上の重要度を踏まえた業務の分類についてご議論いただくとと
もに、内部統制強化及び会計処理の透明性の向上を求めていくにあた
り、さらに考慮すべき観点がないか等についてご意見をいただきたい。



2(参考) 第3回 運営委員会 資料6抜粋



3業務運営に向けた課題認識と対応

◼ 適正な資金管理

新業務については、多額の納付金・交付金、及び廃棄等費用の積立金に関
して限られた期間内での処理、並びに長期間に渡る適正管理が求められ、万
一、不正や誤謬が発生した場合は大きな影響が懸念される。

① システム化の実施

効率的かつ適正管理の観点から、本制度が国民負担で運用されることも踏
まえ、大量のデータ処理、機密情報の取扱い、及び資金管理に関する業務
についてシステム化を実施

② 内部統制の強化

不正や誤謬防止の観点から、財務会計・経理業務を中心に確認・牽制機
能等の設定や部門横断での業務運用を検討。（今回の論点）

③ 区分経理への対応

資金の用途別の口座管理を検討



4業務運営に向けた課題認識と対応

◼ 円滑な業務開始と長期安定運用

FIT制度は、既に200万件程度の認定案件が存在し、更に、FIP・廃棄等費
用積立開始により、業務開始当初から多数の事業者対応が必要。また、制
度の運用開始以降も見直しなどが想定され、これらへも的確に対応していくこと
が必要。

① 的確な事業者対応

事業者の収支に直結する交付金額や制度(交付金算定方法等)が異なる
ことに対する確認等へ的確に対応していくため、再エネ部(仮)で一連の業務
を実施

② 効率的な業務運営

内部統制上の重要度や業務の性質に鑑み、的確な業務処理を前提に可
能な範囲で外部委託による業務運用を検討（今回の論点）

③ 長期的な安定運用

当機関の性質(出向による人事異動)を踏まえた長期安定運用の観点から、
各業務フローの明確化を実施



5（参考）FITとFIPの交付金算定処理イメージ

◼ 業務処理（概要）は、以下のとおりであり、的確かつ効率的な業務運営にあたっては、各業務項目に
ついての具体的な処理フローや権限の整理が必要

◼ 特に、資金の適正管理にあたっては入出金や財務会計などへの内部統制強化が求められる

支払通知・請求

請求
(積立金不足額)

入出金管理

残高管理 財務会計
への

情報連携

財務会計

期日到来未回収
残高の確認

期日到来未払
残高の確認

納付金データ取込

資金管理・報告（システム）

経済産業省報告

連絡・通知

Ｆ
Ｉ
Ｐ
・
廃
棄
等
積
立

入金

出金

未入金状況
の確認

未入金督促

残高
照合

積立金
残高
証明書
発行

支払通知
積立金取戻し
外部→内部切替

納
付
金
徴
収

マスタ情報管理

事前準備

ユーザー情報管理

算定諸元管理

供給電力量

JEPX非化石価値取引
市場価格

JEPXスポット
・時間前市場価格

バランシングコスト

インバランスリスク単価

事業者情報

事業計画認定情報

パスワード変更・再発行

ユーザID再通知

一時調達契約情報

算 定

算定結果確認FIP交付金算定

廃棄等積立（システム）

算 定

積立金額確認(FIP) 積立金算定

(FIT)買取実績・積立金登録

審 査

報告対象月の納付金徴収

報告対象月の交付金交付

供給電気量受付 納付金算定

回避可能原価設定 設備認定情報受付 買取実績受付

30分電力量設定

裁定取引情報設定

BGコードリスト設定 事業者コード設定

交付金額算定

交
付
通
知

徴
収

未
納
通
知

・
督
促

事前準備

各種情報管理

ユーザー管理

事業税率

納付金単価

調達価格

ｲﾝﾊﾞﾗﾝｽﾘｽｸ単価

エラー検出ロジック

年間ｽｹｼﾞｭｰﾙ広報
入札準備

事業計画受領

入札参加
審査・結果通知

第1次保証金
請求・受付

入札受付
結果公表・通知

第2次保証金
請求・受付

認定取得
保証金返還・繰越

保証金没収

落札取消

入札 FIT交付金（システム）

納付金徴収（システム）

Ｆ
Ｉ
Ｔ

交
付

積立区分変更時対応

工事完了登録

積立金取戻し申請・審査

取戻し積立金差額積立

新規業務

移管業務

FIP交付金（システム）

支払通知
FIP交付金
積立金

納
付
通
知
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月
N

(対象月)
N+1 N+2 N+3 N+4

週 4W 1W 2W 3W 4W 1W 2W 3W 4W 1W 2W 3W 4W 1W 2W 3W 4W

報 告

納付金
徴収

広域機関

小売電気
事業者

FIT
交付

広域機関

買取義務者

FIP
交付

広域機関

認定事業者

一般送配電
事業者

廃棄等
費用積立

広域機関

認定事業者

（参考）新業務の主な月次スケジュール（Ｎ月の実績処理）

供給電力量
データ集計

供給電力
ﾃﾞｰﾀUP

★経産省報告
(納付金算定結果報告書)

納付金通知受領・振込

振込確認・督促

★経産省報告(未納付電気事業者の報告)

買取実績
データ集計

買取実績
データUP

供給電力量審査
納付額算定・確認依頼

買取実績審査
交付金算定・確認依頼

交付金算定結果確認

交付金決定
通知準備

★経産省報告(FIT交付金算定結果報告書)

交付金通知
受領

交付金振込データ作成

納付額算定
結果確認

納付金決定
通知準備

供給電力量
データ集計

供給電力
通知

交付金算定

交付金確認

交付金通知

▼納付金徴収決定通知書送付

▼交付金交付決定通知書送付
▼振込実施
(N+4月の暦10日前後)

▼交付金受領

▼交付金受領

交付金振込
データ作成

▼振込実施
(N+3月の1W頃)相

殺

相
殺

交付スケジュールに
準ずる

★経産省報告(FIP交付金算定結果報告書)

★経産省報告(廃棄等費用積立金報告書)

◼ 業務処理の特徴としては、Ｎ月の実績に対する納付金、及び交付金処理はそれぞれ各種手続きを２
～４か月で処理する（タイミングが異なる）ため、的確な情報管理、及び限られた期限での対応が必要

◼ また、各算定時期が重複することから、効率的な業務処理が求められる

交付申請内容確認

算定業務重複
（ピーク）

▼振込実施
(N+2月末頃)



7【論点１】 再エネ部（仮）の体制整備に向けた考え方（案）

◼ 2022年4月からの当機関による円滑な業務の開始に向けては、再エネ業務の固有性
等を踏まえ、再エネ部(仮)により一連の業務（制度設計・運用～資金管理）を実
施することを前提に検討を進めているところ

◼ 一方、資金の適正管理にあたっては、不正や誤謬防止の観点から、財務会計や経理
業務を中心に確認・牽制機能などの設定や部門横断での業務運用を行うことが必要

◼ また、効率的な業務運営に向けては、現行のFIT業務の実態も踏まえ、的確な業務処
理を前提に可能な範囲で外部委託による業務運用も考慮することが効率的

◼ このため、この整理にあたっては、各業務を内部統制上の重要度により分類してはどうか。

• 入札業務（移管）

• FIT業務（移管）

的確な業務処理を前提にした外部委託による業務範囲の検討〔外部委託〕

業務体制イメージ

経理部門による確認や牽制機能の設定

経理部門

統括業務

• 制度設計・統括（新規）
• FIP業務（新規）
• 廃棄等費用積立業務（新規）

• 資金管理（新規） 部門横断した業務運用

再エネ部(仮)
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内部統制上の重要度 業務内容による細分化 主な該当する業務

【高 】

外部への資金支出、情報
開示に関わる業務

不正・誤謬による金額的影響が大きい業務
• 入出金に係る業務
• 財務会計連携に係る業務
• 財務情報開示文書の作成業務

【中 】

資金支出を伴わないものの
金額情報を扱う作業や取
引を確定させる業務

個別の事情を考慮し、状況判断を要する非定型
的な業務

• 支払通知書に対する異議申立の対応
• 未入金督促
• 期日到来未回収残高の確認など残高管理

組織として公表する情報に関する業務 • 連絡事項の作成および公表

基準やマニュアルに基づく数値・事実の定型的な判
断業務

• 積立金取戻し審査などに関する業務
• 積立区分変更時対応に係る業務

システム一括処理により恣意的判断が介在しにくく、
不正の機会が少ない業務

• 事業計画認定情報などマスタ情報の登録・変更業務
• ﾊﾞﾗﾝｼﾝｸﾞｺｽﾄなど算定諸元管理の登録・変更業務
• FIP交付金および積立金の算定業務
• 支払通知書や請求書を作成する業務
• 経産省報告書(財務情報開示文書以外)の作成業務

【低 】

上記に該当しない単純定
型作業や、システムで自動
処理される業務

照会や通知、送付などの業務であり不正の機会が
ない業務

• マスタ情報や算定諸元を照会する業務
• 審査結果や支払通知書などを事業者へ通知業務
• 経産省への報告書を送付業務

事業者のシステム操作で完結するため、広域機関
職員の作業・承認がない業務

• ユーザID再通知業務
• パスワード変更・再発行業務
• 積立金残高証明書発行業務

【論点２】 内部統制上の重要度を踏まえた業務整理 (案)

◼ 確認・牽制機能の設定及び部門横断での業務運用、外部委託範囲の設定にあたっ
ては、以下のとおり内部統制上の重要度（高・中・低）に加えて、業務の性質毎（非
定型・定型・システム処理等）に以下のとおり分類することとしてはどうか。
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主な業務 担当部署

事前準備

マスタ情報管理

事業計画認定情報

再エネ部

事業者情報

一時調達契約情報

算定諸元管理
（FIP）

バランシングコスト

インバランスリスク単価

JEPXスポット・時間前市場価格

JEPX非化石価値取引市場価格

供給電力量 他

ユーザー情報管理
ユーザーID再通知

パスワード変更・再発行

ＦＩＰ
交付金算定

交付金算定結果確認

廃棄等

費用積立

廃棄等費用積立

(FIP）積立金算定

(FIT）買取実績・積立金登録

積立金確認

廃棄等費用取戻し

積立金取戻し申請・審査

工事完了登録

工事完了未登録対応

自治体等からの積立金取戻し審査

積立区分変更時対応

◼ 各業務の担当部署、及び外部委託検討範囲は以下を想定。

（参考）内部統制上の重要度を踏まえた再エネ関連業務の業務分担(案)（1/2）

：外部委託検討範囲
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主な業務 担当部署

資金管理・報告

納付金データ取込

再エネ部
（会計）支払通知・請求

支払通知（FIT・FIP交付金、廃棄等費用積立)

支払通知（廃棄等費用積立取戻、外部→内部積立切替）

請求（廃棄等費用積立金不足額)

請求（異議申し立て、未入金督促等）

入出金管理

出金
再エネ部・会計室

入金

未入金状況の確認

再エネ部
（会計）

未入金督促

残高管理

期日到来未回収残高の確認

期日到来未払残高の確認

残高照合 再エネ部・会計室

積立金残高証明書発行 再エネ部

財務会計連携 再エネ部・会計室

経済産業省報告

FIP交付金算定結果報告書

再エネ部

廃棄等費用積立金報告書

納付金算定結果報告書

FIT交付金算定結果報告書

未納付電気事業者の報告書

財務情報開示文書（事業計画、財務諸表等) 再エネ部・会計室

連絡事項の掲載・通知 再エネ部

（参考）内部統制上の重要度を踏まえた再エネ関連業務の業務分担(案)（2/2）

：資金管理上の確認・牽制機能検討範囲：外部委託検討範囲
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業 務 担当部署 業務の概要

① 振込データ作成 再エネ部 • 「再エネ業務統合システム」により、振込データ（全銀フォーマット）を作成

② 振込処理 会計室 • 振込データ（全銀データ）の用いて、当月分を一括で振込処理（銀行システム）

③ 振込結果確認・反映 会計室⇒再エネ部 • 再エネ業務統合システムに結果を反映（「ステータス」「支払い日」を更新）

（参考）出金の管理方法のイメージ

銀行システム再エネ業務統合システム

振込データイメージ(全銀ファイル)

1:振込データ作成

入出金データ

振込データ
(全銀ﾌｫｰﾏｯﾄ)

事業者 振込先銀行 振込先支店 口座番号 振込金額

A社 0001 999 1111111 ¥100

B社 0002 999 2222222 ¥200

3:振込資金確認・確保

2:振込データ確認

4:振込処理
振込データ

(全銀ﾌｫｰﾏｯﾄ)

アップロード

5:振込結果確認

6:振込結果反映

入出金明細イメージ

[プロセス1 完了時点] [プロセス6 完了時点]

区分 事業者 支払額 ステータス 支払予定日 支払日

出金 A社 ¥100
振込データ
出力済

8/25 -

出金 B社 ¥200
振込データ
出力済

8/25 -

区分 事業者 支払額 ステータス 支払予定日 支払日

出金 A社 ¥100 支払済 8/25 8/25

出金 B社 ¥200 支払済 8/25 8/25

①

②

③

（会計室）

（再エネ部）

（会計室）

（再エネ部）

③



12（参考）業務フロー図作成のイメージ

◼ 各業務項目については、業務フローの作成により業務処理の明確化を実施

支払通知・請求

請求
(積立金不足額)

入出金管理

残高管理 財務会計
への

情報連携

財務会計

期日到来未回収
残高の確認

期日到来未払
残高の確認

納付金データ取込

資金管理・報告

経済産業省報告

連絡・通知

Ｆ
Ｉ
Ｐ
・
廃
棄
等
積
立

入金

出金

未入金状況
の確認

未入金督促

残高
照合

積立金
残高
証明書
発行

支払通知
積立金取戻し
外部→内部切替

納
付
金
徴
収

マスタ情報管理

事前準備

ユーザー情報管理

算定諸元管理

供給電力量

JEPX非化石価値取引
市場価格

JEPXスポット
・時間前市場価格

バランシングコスト

インバランスリスク単価

事業者情報

事業計画認定情報

パスワード変更・再発行

ユーザID再通知

一時調達契約情報

算 定

算定結果確認FIP交付金算定

廃棄等積立

算 定

積立金額確認(FIP) 積立金算定

(FIT)買取実績・積立金登録

審 査

報告対象月の納付金徴収

報告対象月の交付金交付

供給電気量受付 納付金算定

回避可能原価設定 設備認定情報受付 買取実績受付

30分電力量設定

裁定取引情報設定

BGコードリスト設定 事業者コード設定

交付金額算定

交
付
通
知

徴
収

未
納
通
知

・
督
促

事前準備

各種情報管理

ユーザー管理

事業税率

納付金単価

調達価格

ｲﾝﾊﾞﾗﾝｽﾘｽｸ単価

エラー検出ロジック

年間ｽｹｼﾞｭｰﾙ広報
入札準備

事業計画受領

入札参加
審査・結果通知

第1次保証金
請求・受付

入札受付
結果公表・通知

第2次保証金
請求・受付

認定取得
保証金返還・繰越

保証金没収

落札取消

入札 FIT交付金

納付金徴収

Ｆ
Ｉ
Ｔ

交
付

積立区分変更時対応

工事完了登録

積立金取戻し申請・審査

取戻し積立金差額積立

新規業務

移管業務

FIP交付金

支払通知
FIP交付金
積立金

納
付
通
知



13（参考）役割・承認権限整理のイメージ

◼ 各業務の役割・権限については、今回整理する「内部統制上の重要度」及び現行
の広域機関の状況を基に整理を実施



14（参考）再エネ業務に関する区分経理に向けた対応

◼ 再エネ業務に関する資金の流れは以下のとおりであり、資金の適正管理、及び法に基づく区分経理も踏まえて、用

途別に口座を開設し、管理を予定。（ただし、口座開設については、今後金融機関との調整により決定）

経済産業省

JEPX

小売電気事業者

FIT買取義務者

認定事業者

③ 再エネ賦課金

① 減免補助金

② FIT非化石証書

④ FIT・FIP交付金

⑤ 廃棄等費用積立金

税務当局

一般送配電事業者⑥ 系統設置交付金

各所（委託他）

認定事業者

各所（委託他）⑦ 事務費

認定事業者

⑨ 入札業務経費

⑧ FIT・FIP入札手数料・保証金

⑩ 入札保証金

国 庫

口座・資金の扱い 頻度

①
賦課金減免制度に基づく補助金の受領。補助金は③口座へ
振替、交付金として活用。

年 次

②
FIT非化石証書の取引代金は、賦課金軽減に充てるため預り
金として管理。消費税相当額は税務局へ納付。

四半期

③
納付金、及び①②の資金を、用途別に④～⑦口座へ振替。
残高は蓄積し、翌月又は翌年へ繰越。

月 次

④
調整交付金、供給促進交付金に必要な資金を振替、交付。
(交付前日に③から交付金額を振替、交付後残高0確認)

月 次

⑤
対象事業者の廃棄等費用積立金（外部積立分）を振替。
取戻し申請に対して、都度払い戻し。

月 次
取戻し
は都度

⑥ 系統設置交付金の必要費用を振替、交付。 月 次

⑦ 再エネ業務に関する事務費を振替、支出。 月 次

⑧
入札実施の際に、入札手数料、及び入札保証金を受領。
入札手数料は⑨、入札保証金は⑩へ振替。

都 度

⑨
入札手数料を振替。入札業務に必要な経費、及び入札保証
金の払い戻し時等の費用として活用。

都 度

⑩
設備の運用開始時に払い戻し。
没収となった保証金は、国庫へ納付。

都 度
年 次

広域機関（管理口座)

口座の色分け：法に基づく区分経理

入出金

振替


